
改
正
労
働
施
策
総
合
推
進
法

（
令
和
７
年
法
律
第
63
号
）
に
よ

り
、
令
和
８
年
４
月
１
日
か
ら
、

職
場
に
お
け
る
治
療
と
就
業
の
両

立
支
援
の
取
組
が
、
事
業
主
の
努

力
義
務
に
な
り
ま
し
た
。
事
業
者

に
対
し
て
、
病
気
等
の
治
療
を
し

な
が
ら
働
く
こ
と
を
希
望
す
る
人

が
働
き
続
け
ら
れ
る
職
場
の
環
境

整
備
必
要
な
両
立
支
援
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。ど

の
よ
う
な
取
組
み
を
行
え
ば

治
療
と
仕
事
の
両
立
を
支
援
で
き

る
の
か
、
前
月
に
引
き
続
き
、
厚

生
労
働
省
関
連
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

『
治
療
し
な
が
ら
働
く
人
を
応
援

す
る
情
報
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

治

療
と
仕
事
の
両
立
支
援
ナ
ビ
』
を

基
に
ご
紹
介
し
ま
す
。

前
回
は
、
従
業
員
が
病
気
の
治

療
が
必
要
と
な
っ
た
と
き
に
事
業

主
が
何
か
ら
始
め
れ
ば
よ
い
の
か

に
つ
い
て
確
認
し
ま
し
た
。
今
回

は
、
治
療
に
必
要
な
期
間
等
の
状

況
ご
と
に
ど
の
よ
う
な
対
応
を
す

る
こ
と
が
望
ま
し
い
の
か
を
確
認

し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

①
「
治
療
と
就
業
の
両
立
支
援
プ

ラ
ン
」
の
作
成

具
体
的
な
措
置
や
配
慮
の
内
容

及
び
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
に
つ
い
て

ま
と
め
た
計
画
（
「
治
療
と
就
業

の
両
立
支
援
プ
ラ
ン
」
）
を
作
成

し
ま
す
。

「
治
療
と
就
業
の
両
立
支
援
プ
ラ

ン
」
に
盛
り
込
む
こ
と
が
望
ま
し

い
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

ア
）
治
療
、
投
薬
等
の
状
況
及
び

今
後
の
治
療
、
通
院
の
予
定

イ
）
就
業
上
の
措
置
及
び
治
療
に

対
す
る
配
慮
の
具
体
的
内
容
並
び

に
実
施
時
期
・
期
間

・
就
業
上
の
措
置
の
内
容
（
就
業

場
所
の
変
更
、
作
業
の
転
換
（
業

務
内
容
の
変
更
）
、

労
働
時
間
の
短
縮
等
）

・
治
療
に
対
す
る
配
慮
の
内
容

（
通
勤
時
間
の
確
保
等
）

ウ
）
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
方
法
及

び
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
産
業
保
健
ス

タ
ッ
フ
、
人
事
労
務
担
当
者
等
に

よ
る
面
談
等
）

※
プ
ラ
ン
に
は
傷
病
名
は
盛
り
込

み
ま
せ
ん
の
で
、
先
に
提
出
さ
れ

て
い
る
各
資
料
（
診
断
書
等
）
と

あ
わ
せ
て
管
理
し
て
お
く
と
よ
い

で
し
ょ
う
。

②
「
治
療
と
就
業
の
両
立
支
援
プ

ラ
ン
」
に
基
づ
く
取
組
の
実
施
と

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、
周
囲
の
者
へ

の
対
応

「
治
療
と
就
業
の
両
立
支
援
プ
ラ

ン
」
等
に
基
づ
き
、
必
要
な
就
業

上
の
措
置
及
び
治
療
に
対
す
る
配

慮
を
実
施
し
ま
す
。
治
療
の
経
過

に
よ
っ
て
は
、
必
要
な
措
置
や
配

慮
の
内
容
、
時
期
・
期
間
が
変
わ

る
こ
と
も
あ
る
た
め
、
労
働
者
に

状
況
を
適
時
確
認
し
、
必
要
に
応

じ
て
「
治
療
と
就
業
の
両
立
支
援

プ
ラ
ン
」
、
就
業
上
の
措
置
及
び

治
療
に
対
す
る
配
慮
の
内
容
を
見

直
し
て
く
だ
さ
い
。

③
周
囲
の
者
へ
の
対
応

病
気
等
の
治
療
を
行
う
従
業
員
に

対
し
て
就
業
上
の
措
置
及
び
治
療

に
対
す
る
配
慮
を
行
う
と
、
周
囲

の
同
僚
や
上
司
等
に
も
一
時
的
に

負
担
が
か
か
る
こ
と
が
想
定
さ
れ

ま
す
。
そ
の
た
め
、
就
業
上
の
措

置
及
び
治
療
に
対
す
る
配
慮
を
実

施
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
に
限

定
し
た
上
で
、
負
担
が
か
か
る
同

僚
や
上
司
等
に
は
可
能
な
限
り
情

報
を
共
有
し
、
理
解
を
得
る
と
と

も
に
過
度
の
負
担
が
か
か
ら
な
い

よ
う
に
す
る
こ
と
も
重
要
で
す
。
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両
立
支
援
の
進
め
方

入
院
等
に
よ
る
休
業
を
要
さ

な
い
場
合

（「治療と就業の両立支援プラン」一例）

『治療しながら働く人を応援する情報ポータルサイト 治療と仕事の

両立支援ナビ』より



令
和
８
年
４
月
以
降
も
労
働
・

社
会
保
険
関
係
諸
法
令
が
頻
繁
に

改
正
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
法
改
正
・

施
行
に
合
わ
せ
た
就
業
規
則
や
諸

規
程
に
な
っ
て
い
ま
す
か
？

今
年
度
の
法
改
正
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
ま
と
め
ま
し
た
の
で
、
ご
参

照
く
だ
さ
い
。

１
．
健
康
保
険
法
（
行
政
通
達
）

の
改
正

被
扶
養
者
認
定
に
お
け
る
年
間
収

入
の
取
扱
い
変
更

２
．
女
性
活
躍
推
進
法
の
改
正

常
時
雇
用
す
る
労
働
者
数
が
３
０

１
人
以
上
の
企
業
は
、
公
表
項
目

（
３
項
目
）
が
１
項
目
追
加
さ
れ

て
４
項
目
に
。

常
時
雇
用
す
る
労
働
者
数
が
１
０

１
人
以
上
の
企
業
は
、
男
女
間
賃

金
差
異
お
よ
び
女
性
管
理
職
比
率

の
情
報
公
開
が
義
務
化

３
．
労
働
施
策
総
合
推
進
法
の
改

正
職
場
に
お
け
る
治
療
と
就
業
の

両
立
を
促
進
す
る
た
め
必
要
な
措

置
を
講
じ
る
こ
と
を
努
力
義
務
化

１
．
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に

関
す
る
法
律
施
行
令
等
の
経
過
措

置
の
終
了

《
障
害
者
雇
用
率
の
引
き
上
》

一
般
事
業
主
の
障
害
者
法
定
雇
用

率
が
2.5
％
か
ら
2.7
％
に
引
き
上
げ

対
象
事
業
主
の
範
囲
が
常
時
雇
用

す
る
労
働
者
数
が
４
０
．
０
人
以

上
か
ら
３
７
．
５
人
以
上
に
拡
大

１
．
労
働
施
策
総
合
推
進
法
の
改

正カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
（
カ

ス
ハ
ラ
）
対
策
が
義
務
化

２
．
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
の
改

正

求
職
者
等
に
対
す
る
セ
ク
シ
ュ
ア

ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
が
義
務
化

す
。

10
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
８
月
に
採
用
し
た
労

働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

30
日

○
８
月
分
社
会
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
外
国
人
雇
用
状
況
報
告
（
雇
用

保
険
の
被
保
険
者
で
は
な
い
労
働

者
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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一
滴
も
雨
が
降
ら
な
い
た
め
ダ

ム
の
渇
水
状
況
が
報
道
さ
れ
る
中
、

人
的
被
害
が
出
る
ぐ
ら
い
の
大
豪

雨
に
見
舞
わ
れ
る
地
域
が
あ
り
ま

す
。
ど
の
よ
う
な
状
況
に
な
れ
ば

自
分
事
と
し
て
地
球
温
暖
化
防
止

対
策
を
行
う
の
で
し
ょ
う
か
。

（
ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail：
fujita.office-1@k-fujita-sr.com

URL https://k-fujita-sr.com

TEL・075-611-5300
FAX・075-644-6922

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-503

編
集
後
記

９
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

令
和
８
年
４
月
１
日

令
和
８
年
７
月
１
日

令
和
８
年
１
０
月
１
日
（
予

定
）

Ｑ
私の勤務先は従業員数が３０人です。週労働時間は２８時間で

雇用契約していますが、そのうち社会保険にも加入しなければ

ならないと聞きました。

いつから社会保険に加入することになるのでしょうか。

Ａ
短時間で働く従業員が社会保険の加入対象となる企業の範囲が

段階的に拡大されることが決まっていて、拡大スケジュールは

次のとおりです。

令和９（２０２７）年１０月 従業員数３６～５０人の企業

令和１１（２０２９）年１０月 従業員数２１～３５人の企業

令和１４（２０３２）年１０月 従業員数１１～２０人の企業

令和１７（２０３５）年１０月 従業員数１０以下の企業

従業員数の数え方は、事業所（法人の場合はその法人全体）の「現在

の厚生年金保険の加入対象者」となります。原則として、１年のうち６

月間以上、厚生年金保険の被保険者の総数が基準を超えることが見込ま

れる企業等が適用対象です。

一方、加入対象となる従業員は、次の要件を満たすときに新たに加入

しなければなりません。

・週の所定労働時間が２０時間以上であること

残業時間は原則含みませんが、常に残業が発生している場合などは、週

の所定労働時間の算出に含まれることがあります。

・フルタイムの従業員と同じく２ヶ月を超えて雇用される見込みであ

ること

・学生ではないこと

一部の教育施設に在学する方、休学中、定時制、通信制の方等は加

入対象です。

・所定内賃金が月額８．８万円以上であること

⇒ 令和８（２０２６）年１０月に要件が撤廃されます。

ご相談者様の勤務先は従業員数３０人とのことですが、先の従業員数の

数え方に照らし合わせて人数を算出の上、加入時期を確認してください。

いつから社会保険被保険者に？


